電子複写機賃貸借契約書（案）
　地方独立行政法人静岡県立病院機構静岡県立こども病院（以下「甲」という。）と　　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）との間に　　　　　　（以下「複写機」という。）の賃貸借について、次のとおり契約を締結する。

　（契約の目的）

第１条　この契約は、乙が複写機を甲の使用に供し、適切な操作方法を指導すると共に、複写機が常時正常な状態で稼動しうるように保守を行い、常に良質な複写の維持ができるように用紙を除く複写に必要な消耗品｢ＯＰＣ感光体、ディベロッパー、トナー等（以下「消耗品」という。）｣を円滑に供給することを目的とする。

　（契約の期間）

第２条　１．契約期間は平成27年4月1日から平成32年3月31日までとする。

　　　　２.甲は、前項の規定にかかわらず、契約をした日の属する年度の翌年度以降の法人予算において、この契約に係る金額について減額又は削除があった場合には、本契約を解除することができる。
　（契約対象物件）

第３条　契約対象物件および設置場所は別紙のとおりとする。

　（賃貸借料金）

第４条　賃貸借料金は別紙賃貸借料金表のとおりとする。なお、別紙記載の賃貸借料金には、消費税及び地方消費税は含まないものとする。

　（賃貸借料金等の請求）

第５条　１．乙は、毎月末日において甲の係官（員）の確認を受けて、複写枚数を算出し、賃貸借料金表により算出した賃貸借料金及び所定の消費税及び地方消費税を甲に請求するものとする。

２．前項の消費税及び地方消費税は、賃貸借料金及び使用料の合計金額に100分の8を乗じて得た金額（円未満は切り捨て）とする。ただし、税法の改正により、消費税等の税率が変動した場合には、改正以降における上記消費税等相当額は変動後の税率により計算する。

　（賃貸借料金の支払）

第６条　１．甲は乙から前条による請求を受理したときは、その日から起算して30日以内に支払わなければならない。

２．甲は自己の責に帰すべき事項により賃貸借料金の支払を遅延した場合は、乙に対して前項の期間満了の翌日から支払の日まで年3.60％の割合で計算した遅延利息を支払うものとする。

　（台当り基本料金）

第７条　本契約における複写機１台毎の月額基本料金は賃貸借料金表記載のとおりとし、甲使用のコピー料金が月額基本料金に満たない場合は、月額基本料金を支払うものとする。

　（複写機の保守）

第８条　１．乙は複写機を甲が常時正常な状態で使用できるように、技術員を設置場所に派遣して点検、調整および消耗品の交換を行うものとする。

２．複写機が故障した場合は、甲の要請により乙は技術員を派遣して、修理に着手し、すみやかに正常な状態に回復させなければならない。

　（消耗品の供給）

第９条　１．ＯＰＣ感光体・ディベロッパーは乙の技術員の点検または甲の通知に基づきコピー品質維持のために乙が必要と認めたとき、乙がこれを取替えるものとする。

２.その他の消耗品については、乙の指定する者の巡回または甲の申し出によって予備手持数量の不足を知ったとき、乙は当該消耗品を供給するものとする。

　（複写機及び消耗品の所有権）

第10条　１．複写機及び消耗品の所有権は乙に属し、甲はそれらを善良なる管理者の注意義務をもって使用・管理しなければならない。なお、消耗品については乙所定の保管要領に従うものとする。

２.甲は複写機及び消耗品が乙の所有であることを示す表示等を毀損するなど、複写機の現状を変更するような行為並びに消耗品を他に流用する行為をしてはならない。

　（設置場所）

第11条　甲は、第３条の設置場所を変更する場合は予め乙に通知し、乙の承認を得なければならない。この場合は、複写機の移動は乙が実施するものとする。

　（複写機移動・搬出料金）

第12条　乙は甲の都合により複写機を移動する場合及び甲の都合による解約時に複写機を搬出場合、それらに要する費用を甲に対して請求することができるものとする。

　（保険）

第13条　乙は複写機につき、乙の費用で動産総合保険を付保するものとする。

　（損害賠償）

第14条　１.乙は甲が故意又は重過失によって複写機に損害を与えた場合は、その賠償を甲に対して請求することができるものとする。

２.前項の場合において、動産総合保険で補填された損害に対しては前項の規定にかかわらず乙は甲に請求しないものとする。

　（機密の保持）

第15条　乙及びその技術員は保守の実施にあたり知り得た業務上の機密を外部に漏らしたり、又は他の目的に利用してはならない。

　（契約の解除）

第16条　１.甲又は乙は原則として３ヶ月前までに文書によって相手方に通知することにより、この契約を解除することができる。

２.甲又は乙は相手方が正当な理由がなくしてこの契約の条項に違反したときは文書によって通知し、この契約を解除することができるものとする。
　　　　　３. 甲は、乙が次のアからキに該当した場合は、この契約を解除できる。

　　　　　　ア　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号。以下「法」という。）第２条第２号に該当する団体（以下「暴力団」という。）

  　　　　　イ  個人又は法人の代表者が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）である者

  　　　　　ウ  法人の役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者をいう。）が暴力団員等である者

エ  自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団又は暴力団員等を利用している者

オ  暴力団若しくは暴力団員等に対して、資金等提供若しくは便宜供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し又は関与している者

　　　　　　カ  暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者

　　　　　　キ  相手方が暴力団又は暴力団員等であることを知りながら、下請契約、資材又は原材料の購入契約その他の契約を締結している者」
　（複写機及び消耗品の返還）

第17条　第２条、及び前条によりこの契約が終了したときは、甲は複写機及び消耗品を速やかに乙に返還しなければならない。

　（定めのない事項の処理）

第18条　この契約に定めるもののほか、必要な事項については、甲乙協議の上決定するものとする。

　上記の契約の成立を証するため、この契約書を２通作成し、甲、乙記名押印の上各自その１通を所持する。

　　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　甲．静岡市葵区漆山８６０番地

　　　　　　　　　　　　　地方独立行政法人静岡県立病院機構

　　　　　　　　　　　　　静岡県立こども病院

　　　　　　　　　　　　　院　長　瀬戸　嗣郎
　　　　　　　　　　　乙．
別紙

（契約対象物件及び設置場所）

	契約対象物件
	

	設置場所
	静岡市葵区漆山８６０　静岡県立こども病院　


（賃貸借料金表）

	機械維持料金
	　　　月額　　　　　　　

	コピー料金
	　　　　　　　複写１枚につき　（単位　円）

	
	　　　　１枚から２，０００枚まで　

　　　　　　　　２，００１枚以上　　　　　　　　

	ミスコピー控除
	　　　　　　コピー枚数の２％

	月額基本料金
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	備　　考
	１ヶ月のコピー料金が月額基本料金に満たない場合は月額基本料金を支払うものとする。


